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第 25回委員会年次会合報告書 

2018年 10月 18日 

 

議題項目 1. 開会 

1. 第 25回委員会年次会合（CCSBT 25）の議長をアサンダ・ンジョベニ氏

（南アフリカ）が、CCSBT 25の副議長を太田慎吾氏（日本）がそれぞれ

務めることが確認された。 

2. 議長は、参加者を歓迎するとともに会合を開会した。 

3. 議長は、CCSBT 25はニューカレドニアのヌメアで開会されるものの、

CCSBT 25の報告書の採択及び閉会は、会合からメンバーが帰国後、休会

期間中の意思決定プロセスを通じて電子的に行われることを述べた。 

 

1.1 議題の採択 

4. 議題は別添 1のとおり採択された。 

5. 会合の参加者リストは別添 2のとおりである。 

 

議題項目 2. 拡大委員会による決定事項の承認 

6. 委員会は、別添 3の第 25回委員会年次会合に付属する拡大委員会による

決定事項を承認した。 

 

議題項目 3. CCSBT 26の議長及び副議長の選出及び開催地の選定 

7. CCSBT 26は、南アフリカのケープタウンで開催される。 

8. 南アフリカは CCSBT 26の議長を指名し、日本は副議長を指名する。 

9. 南アフリカは、CCSBT 25の閉会後速やかに CCSBT 26の議長を指名する

と述べた。日本は、副議長として太田慎吾氏を指名した。 

 

議題項目 4. その他の事項 

10. その他の事項はなかった。 

  

議題項目 5. 会合報告書の採択 

11. 報告書が採択された。 

 



 

議題項目 6. 閉会 

12. 会合は、休会期間中の意思決定プロセスを通じて、2018年 10月 22日に

電子的に閉会した。 



 

別添リスト 

 

別添 

 

1 議題 

2 参加者リスト 

3  第 25回委員会年次会合に付属する拡大委員会報告書 

 

 



 

別添 1 

 

 

議題 

第 25回みなみまぐろ保存委員会年次会合 

 

 

 

 1. 開会 

 1.1.  議題の採択 

 

 2. 拡大委員会による決定事項の承認 

 

 3. CCSBT 26の議長及び副議長の選出及び開催地の選定 

 

 4. その他の事項 

 

 5. 会合報告書の採択 

 

 6. 閉会 
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第 25回委員会年次会合に付属する拡大委員会報告書 

2018年 10月 15－18日 

ニューカレドニア、ヌメア 

 

議題項目 1. 開会 

1.1. 第 25回委員会年次会合に付属する拡大委員会の議長及び副議長の確
認 

1. 第 25回みなみまぐろ保存委員会年次会合（CCSBT 25）に付属する拡大

委員会において、クリストファー・ドゥリッツ氏（欧州連合）が議長

を、アサンダ・ンジョベニ氏（南アフリカ）が副議長を務めることが確

認された。 

2. 議長は、会合において検討する主要な課題について確認するとともに、

会合参加者をヌメアに歓迎した。 

3. メンバーはそれぞれの代表団を紹介し、オブザーバーは自己紹介を行っ

た。会合への参加者リストは別紙 1のとおりである。 

 

1.2. 議題の採択 

4. 議題は別紙 2のとおり採択された。 

5. 会合に提出された文書リストは別紙 3のとおりである。 

6. 議長は会議日程及び財政運営委員会（FAC）に関するアレンジメントを

総括した。 

 

1.3. オープニング・ステートメント 

1.3.1. メンバー 

7. 拡大委員会（EC）のメンバーによるオープニング・ステートメントは別

紙 4のとおりである。 

 

1.3.2. オブザーバー 

8. オブザーバーによるオープニング・ステートメントは別紙 5のとおりで

ある。 

 

議題項目 2. 事務局からの報告 

9. 事務局からの報告は、文書 CCSBT-EC/1810/04として会合に提出され

た。会合は、報告された事務局の活動について留意した。 



 

10. 事務局からの報告の中で提起された問題に関して、ECは以下のとおり合

意した。 

• 遵守委員会の独立議長（フランク・ミーア氏）について、さらに 3年

間の任期を再任すべきこと 

• ECは、独立した外部監査役に関する財政規則改正案の検討を FACに

付託すること 

• 休会期間中の意思決定プロセスにより ECの年次会合の前に会合文書

を公開することを承認できるようにするため、委員会手続規則を別紙

6のとおり改正すること 

• CCSBT年次会合において公開することが宣言された会合文書について

は、CCSBTウェブサイトの一般エリアに掲載すること。 

11. バードライフ・インターナショナル（以下「バードライフ」という。）

は、遵守委員会（CC）会合における長期オブザーバーの地位の申請を取

り下げた。バードライフは、この議題の検討の際、バードライフが CC 

13に発表した文書に関連して、1つのメンバーが CCにおける長期オブザ

ーバーとしてバードライフを受け入れることについての立場を留保した

と述べた。この文書は、CC 13の議題 4.3において発表されたものであ

り、IOTCにおける海鳥関連措置に関する現行の転載オブザーバープロト

コルを説明した事務局文書の価値を高めることを試みたものであった。

バードライフは、当該文書は IOTCウェブサイトにおいて公開されてい

るものであるから、CCSBTに発表することも受け入れられるものとの理

解の下にこれを発表したと述べた。しかしながら、現時点で CCSBTに本

文書を発表することには問題があることが明らかとなったので、バード

ライフは CC 13から当該文書を撤回することを要請するとともに、この

ことに伴って生じる不都合について謝罪した。 

12. 会合は、本文書が撤回されたこと、及び CC 13報告書パラグラフ 51及び

52は無効であり、将来においてこれらのパラグラフが参照されてはなら

ないことに留意した。 

13. まぐろ類 RFMO統合許可船舶リスト（CLAV）に関していくらかの議論

がなされ、CCSBT 24において、CLAVがどのように活用されているの

か、また CCSBTに対して CLAVがどのような利益をもたらすのかに関

する情報を CCSBT 25に提供するよう要請されていたことが指摘され

た。 

14. 事務局長は、会合に対し、CLAVの主な目的は許可船舶に関する情報を

IUU漁業活動への対抗及び抑止に役立てることにあると述べた。CLAV

は、情報を統合し、どの船舶がどの海域で漁獲を行う権利を有している

のかについての確認にかかる人的な負担を軽減するものである。事務局

は、CLAVに関する情報を求めて 2018年 4月に公海 ABNJ1まぐろプロジ

ェクトに対して書簡を送付したが、すぐに電話による連絡はあったもの

                                                 

 
1 国家管轄外の水域 



 

の、そこで約束された書簡による公式の返答は受領していない。そうで

はあるものの、ABNJまぐろプロジェクトによれば、CLAVの維持にかか

る主な費用はデータの品質維持にかかる人的費用であり、今後データの

品質が低下していくことを許容するのであれば、CLAVは基本的に費用

をかけることなく日々の自動更新を続けていくことができる。さらに事

務局長は、CLAVのデータの品質維持には各まぐろ類 RFMOの許可船舶

データベースにおけるデータの品質維持にも重要なフィードバック効果

があると述べ、このことだけでも CCSBTに対して想定される費用をシェ

アすることには価値があるとした。事務局長は、CLAVの活用に関する

ABNJまぐろプロジェクトからの回答を引き続き求めるよう要請された。 

15. 仮に CLAVの維持管理が 2019年 9月の ABNJプロジェクト終了まで継続

されるのであれば 2020年まで追加的な資金は要しないこと、故に考え得

る資金のアレンジメントは CCSBT 26までに最終化される必要はないこ

とが留意された。 

16. 1つのメンバーは、まぐろ類 RFMOごとの許可船舶数に基づく資金シェ

アのモデルが適当であるのかどうかについて疑問を呈した。事務局は、

資金のモデルについては何らの決定もなされておらず、適切な代替的資

金モデルにかかるいかなる提案も歓迎されると述べた。 

 

議題項目 3. 財政及び運営 

17. ニュージーランドのドミニク・ヴァリエー氏が財政運営委員会（FAC）

の議長に任命された。メンバーは、各国からの FACへの参加者を指名し

た。 

18. 事務局長は、2018年の改訂予算案（CCSBT-EC/1810/05(Re.1)）、及び

2019年予算案及び 2020－2021年仮予算（CCSBT-EC/1810/06）の概要を

説明した。 

19. 事務局長は、2019年予算案及び 2020－2021年仮予算には拡大科学委員会

の 3年間の作業計画の実施にかかる資金が含まれていることを述べた。2

つの予算文書にかかる詳細な検討は、財政運営委員会に付託された。 

20. 以下の事項を検討するために FACが招集された。 

• 2018年改訂予算 

• 2019年予算案  

• 2020－2021年仮予算 

 

3.1. 財政運営委員会からの報告 

21. FAC議長は、以下の事項を含む別紙 7の FAC報告書について説明した。 

• CCSBTの年次財務諸表における、無料で受領したリソース及び現物出

資の取扱いに関する指針 



 

• ECが代替的な外部監査役及びこれによる費用の節約を検討することが

できるようにするための CCSBT会計規則の改正 

• 2018年改訂予算 

• 2019年予算 

• 2020－2021年仮予算 

22. ECは、FAC議長及び FAC参加者による多大なる努力に感謝した。 

23. ECは、別添 Aの指針、別添 Bの改正会計規則、別添 Cの 2018年改訂予

算及び別添 Dの 2019年予算を含む FAC報告書を採択した。また EC

は、別添 Dに示した 2020－2021年の仮予算についても留意した。 

24. 質問に答え、事務局は、別紙 7の別添 Dにおいて承認された 2019年予算

には 2016年 2月の南アフリカの加盟に伴う分担金の前払金が含まれてい

ないことを述べた。各メンバーに対する分担金の前払金は、文書

CCSBT-EC/1810/06の 5ページのとおりである。2019年にメンバーが

CCSBTに支払う必要がある実際の金額は、別添 Dに示した各メンバーの

分担金から、文書 CCSBT-EC/1810/06に示した前払金を差し引いた金額

となる。また事務局は、仮にメンバーが各年間の分担金の変動を小さく

したい場合は、2020年の支払い金額と相殺するために前払金の一部を留

保しておくことも可能であると述べた。このことについては、メンバー

に対して 2019年の分担金の支払いを要請する事務局からのレターの中で

も説明される予定である。 

25. 一部のメンバーは、拡大科学委員会（ESC）から要請があった蓄養及び

市場データの解析に関する研究にかかる資金が大幅に削減されたこと、

及び当該プロジェクトは ESCが提案したものよりも少ないリソースで実

施されなければならなくなったことについての失望を示した。ニュージ

ーランドは、蓄養及び市場に関する報告の問題の解決が遅れていること

に対する不満を表明し、この問題についての進捗が見られなければ新た

なMPの採択は難しいことを繰り返し述べた。日本は、新たなMPの決

定までにこれらの問題を解決できない場合、MPではこうした不確実性を

考慮しなければならないと述べた。ECは、2019年の ESC会合における

蓄養及び市場解析の議論に関する付託事項に合意した。合意された付託

事項は別紙 8のとおりである。 

 

議題項目 4. SBT漁業及び ERS相互作用のレビュー 

26. 議長は、CCの検討結果について留意するとともに、メンバーに対し、第

13回遵守委員会会合（CC 13）において既に提起された各メンバーの年

次報告書に対する質問に加えて何か発言があるかどうかをたずねた。 

27. オーストラリアに対し、ステレオビデオ（SV）カメラ技術に関する同国

の調査についてのアップデート、及びこの技術に関する積残しの課題の

解決に向けたスケジュールを提供するよう要請された。 



 

28. オーストラリアは、同国は現行のサンプリング手法に自信を持っている

ところであるが、完全に自動化された費用対効果の高いシステムが利用

可能となった際には速やかに SV技術を採用するとの約束を確認した。し

かしながら、合意された適切な基準（例えば現在WCPFCが検討してい

る電子モニタリング基準など）がなければ、費用対効果の高い、又は満

足できる結果が得られる可能性は低いと述べた。 

29. 一部のメンバーは、CCSBTの電子モニタリング基準とステレオビデオの

導入との間に関連性があるとはこれまでに聞いたことがないと述べた。

オーストラリアは、SVに関する作業を続ける中でこの要件を認識するに

至ったと述べた。オーストラリアは、SVには費用がかかるので、魚の計

測に当たって求められる正確性及び精度に関する基準を定めることが重

要であり、また測定されるべき魚の割合、及び測定できなかった魚に関

する解析がどのような影響を及ぼすかについて知ることも重要であると

述べた。 

30. オーストラリアは、SVによる測定を自動化するために同国が行ってきた

作業の概要、この作業を通じて何を学んだのか、及びオーストラリアが

克服する必要がある積残しの課題（SVの導入を可能とするためにこれら

の課題を解決できるようにするべく ECによってなされるべき決定（デー

タ基準など）を含む）に関する文書を CCSBT 26に提出することを約束

した。 

 

4.1. メンバーのプロジェクトに関する報告 

31. メンバーのプロジェクトに関する報告は行われなかった。 

 

議題項目 5. 戦略・漁業管理作業部会からの報告 

32. 第 5回戦略・漁業管理作業部会（SFMWG 5）を主催したオーストラリア

は、2018年 3月に開催された SFMWG報告書（別紙 9のとおり）につい

て説明した。 

33. ニュージーランドは、SFMWGにより検討された問題のうちの 1つは

TACの国別配分、特に非メンバー及び新メンバーに対する配分のルール

を定めるかどうかであったことを指摘した。ニュージーランドは、特に

非メンバーの SBT漁獲量に関する CCの検討結果を踏まえて、非メンバ

ーがメンバーとなる際の考え得るアプローチの検討を予定すべきである

と述べた。 

34. 日本は、新メンバーに対する国別配分量については新メンバーがどれ程

の国別配分量を求めているのかに対し既存のメンバーがどの程度の国別

配分量を有しているかについて考慮すべきであること、及び TACが増加

するタイミングであればメンバーにとってもそうした国別配分量につい

て検討しやすいと考えられることを述べた。 



 

35. ECは、SFMWG会合報告書を承認するとともに、その勧告について留意

した。 

 

議題項目 6. 遵守委員会からの報告 

36. 遵守委員会の独立議長であるフランク・ミーア氏は、別紙 10の CC 13報

告書について説明した。 

37. CC議長は、報告書のうち作業計画（パラグラフ 111）、ECに対する勧

告（パラグラフ 115）及び ECに対する留意事項（パラグラフ 116）につ

いて強調するとともに、生産的な会合となったことについて参加者に感

謝した。 

38. ECは、以下の事項についてはさらなる検討が必要であることに留意しつ

つ、CC 13会合の報告書及び勧告を採択した。 

• 一部のメンバーは、グローバル・トレード・アトラス（GTA）は貿易

データに関する公式情報として見なすことができるものなのかどうか

についての懸念を表明し、事務局に対し、貿易データ統計に関する代

替的な情報ソースについて調査するよう要請した。 

• EUは、過去 4 - 5年において全く SBTを漁獲していないこと、また

EUは多くのメンバー国を抱えており非常に複雑な状況にあることを述

べた。このため EUは、EUにおいて QARに取り組む機会を得たとし

ても、提案されている QARのオプションが代表性を有するものとなる

のかどうか、また意味のある結論を導くことになるのかどうかについ

ての懸念を有している。EUは、EUの QARについてより情報のある状

況下で決定を下すことができるよう、2019年の休会期間中にさらに情

報提供を行う予定である。 

• 台湾は、新メンバーによる CCSBTへの参加を奨励する方向性について

は前向きではあるものの、いかなる新メンバーの加入受け入れも既存

のメンバーの権利を毀損しないよう確保することに注意を払うべきで

あり、またいかなる新メンバーも、CCSBTへの参加の前に、CCSBT

条約及び同委員会の決議及び保存管理措置（CMM）を遵守するという

コミットメントを確認すべきであると述べた。 

• 事務局、バードライフ及びメンバーが協力して策定する提案（ERS措

置に関するアウトリーチ／教育活動及び措置の遵守状況の確認を通じ

た ERS措置の実施強化に関する提案）については、当該提案を進める

前にメンバーによって合意される必要があることが留意された。 

• 1つのメンバーは、是正措置政策に基づく是正措置が必要とされるよ

うな非遵守問題は何ら確認されなかったものの、例えば帰属漁獲量の

報告といったいくつかの問題が確認されており、メンバーはこうした

不備を是正するべく作業すべきであると述べた。 

39. ECは、CC 13会合報告書を承認し、その勧告に留意した。 



 

40. さらに、 

• ECは、別紙 11のとおり、毎年開催する遵守専門作業部会の付託事項

に合意した。 

• ニュージーランドは、CCSBT 26による検討に向けて、現行の CC/EC

に対する年次報告書テンプレートを再構成及び改善するためのプロセ

スを主導することを申し出た。1つのメンバーは、メンバーに対する

負担が増すこととならぬよう、当該テンプレートに何らかの新しい義

務を追加するのであれば、既存の義務のうちの一部を削除すべきであ

ると述べた。 

 

議題項目 7. 拡大科学委員会からの報告 

41. 拡大科学委員会の独立議長であるケビン・ストークス氏は、文書

CCSBT-EC/1810/10及び CCSBT-EC/1810/18に概要をとりまとめた ESC会

合報告書について説明した。ESC報告書の全体は別紙 12のとおりであ

る。 

42. HSIは、ESC議長に対し、産卵場の魚の体長に基づく過剰漁獲の証拠に

関する懸念、非メンバーによる漁獲及び違法漁業を ESCとしてどのよう

に考慮しているのか、ESCは 2035年までに初期資源の 0.30又は 0.35ま

で再建するというフォーカスに縛られすぎているのではないか、また

ESCは気候変動によるリスクについて検討したのかどうか等、ESCから

の助言の性質について質問した。これらの質問に対し、ESC議長は以下

のとおり述べた。 

• ESC議長は、産卵場の魚の体長から過剰漁獲の証拠を得たとは認識し

ておらず、また体長に関しては様々な解釈が可能である（より多くの

小型魚が出現しているとポジティブに捉えることができる一方、これ

はサンプリングの問題である可能性も指摘されている等）とした。 

• ESCは、死亡量に関する最良のデータを欲しているものの、現に利用

可能な情報でもって対応しなければならない。管理方式（MP）では、

未考慮死亡量に関する不確実性を取り扱うための頑健性試験を行って

いる。 

• 現行のオペレーティング・モデル（OM）及び試験の初期条件を踏ま

え、SFMWGからの指示に合致するように CMPを絞り込んだが、2019

年に OMがアップデートされ、より幅広い目標を検討することもでき

る。 

• 気候変動に関する直接的な検討はしていないが、MPでは頑健性試験

プロセスの一環として生産力について幅広く検討しており、またメタ

ルール及び例外的状況に関する手続きにより、試験された範囲の外に

ある状況にも対応可能である。 

43. 会合は、新MPの仕様及び望ましい挙動（目標とする産卵親魚資源量の

水準に達するまでのスケジュールを含む）に関してMPの開発者に与え



 

る指針について検討した。2018年 3月の SFMWGによる指針を維持する

が、開発者に対し、必要に応じて、また実施可能な場合は別のシナリオ

を探求及び報告する柔軟性を与えることが合意された。オペレーティン

グ・モデル（OM）は 2019年に新たなデータを加えてアップデートされ

ること、及びその結果として本年の試験においては不適切な挙動（例え

ば大幅な TAC減少又は大幅な TACの変動）を示したシナリオがやや異

なる挙動を示す可能性があり、再検討される可能性もあることが留意さ

れた。さらに、各候補管理方式（CMP）のパフォーマンス統計の中に、

2030年までに初期産卵親魚資源量の 30 % に達する可能性を新たに追加

することが合意された。 

44. 長年にわたって未解決であったオーストラリア蓄養及び日本市場のアノ

マリーの可能性に関する問題を解決するための方法論を定めるための独

立パネルにかかる ESCからの提案、及びこの提案がこれらの分野の問題

の解決に有効と考えられるのかどうかについて、相当の議論が行われ

た。メンバーは、研究が行われる前にその有効性を判断することはでき

ないことについて一般的に合意したが、一部のメンバーは、これは問題

の解決に向けた第一歩であるとした。一部のメンバーはこれを正当化す

るには費用が高すぎるとしたが、他のメンバーは、これが唯一の解決策

であり、かつ費用を削減できるならば提案を受け入れるとした。議論の

際、オーストラリアは、同国の CDSデータは機密情報であり、方法論が

提示され、かつ当該方法論が決定的な結果を提示することができるかど

うかをオーストラリアが評価できるまでは、これらの CDSデータを第三

者による解析のために提供することは確約できないことを明確化した。 

45. オーストラリアがステレオビデオモニタリングを導入すれば、蓄養に関

する方法論の調査は必ずしも必要ではないとの指摘がなされた。オース

トラリアは、SVの自動化、費用対効果及びその他の問題について現在も

調査中である。EUは、ICCATにより利用されているくろまぐろのステレ

オビデオモニタリングに関する情報提供を申し出た。EUは、当該システ

ムは正確かつ効率的で、実績のある技術であると述べた。オーストラリ

アは、この件について EUと議論することにやぶさかではないもののオ

ーストラリアの操業方法は地中海のそれとは異なっており、必ずしも当

該技術をそのまま移転できるとは限らないと述べた。 

46. また会合は、非メンバーによる漁獲量についても検討した。非メンバー

による漁獲に対する懸念があること、及びより良い推定値が必要である

ものの特にファインスケールデータなしにはその推定は困難であること

が合意された。推定値を得るにあたっては過去の研究と同様にWCPFC

及び IOTCのデータを利用すること、IOTCとの間で、WCPFCとのMoU

と同様のデータ交換に関するMoUを追求することが提案された。日本

は、ファインスケールデータについてはケースバイケースにより資源評

価の目的にのみ提供可能であると述べた。この点について合意はなかっ

たが、ESCにおいて本件に関する常設議題項目があること、非メンバー

の漁獲のタイプ及びその数量をどのように推定するかに関するメンバー

からの文書提出が必要と考えられることが留意された。 



 

47. 会合は、市場調査は未考慮死亡量の可能性の特定に利用し得る 1つの手

法であるとした。TRAFFICによる中国市場調査の結果は、一部の SBT漁

獲物が正しく計上されていないことを示す一例である。会合は、市場調

査に関して、その結論における不確実性（例えば、CCSBTは日本市場調

査の結果に不確実性があるのかどうかについて未だに解決していない）

を回避するために慎重に設計される必要があることに留意した。1つのメ

ンバーは、未考慮死亡量の確認にあたっては改善された漁業モニタリン

グが市場調査への依存度を低くするものと考えられると述べた。 

48. 1つのメンバーは、非メンバーによる漁獲が問題である一方、メンバーに

よる漁獲量の過小報告の方がより大きな問題である可能性があると述べ

た。もう 1つのメンバーは、メンバーの漁獲量の過小報告の問題が解決

されない限り、新MPに同意することは困難であると述べた。OMはメン

バーの漁獲量に関する不確実性を既に考慮しており、また勧告されてい

る全体 TACはそうした不確実性に対して頑健であることが明確化され

た。しかしながら、このアプローチにより無関係のメンバーに対する

TACの国別配分量に負の影響が及んでいる可能性があるので、このこと

もまた問題である可能性がある。 

49. ECは、ESC 23会合報告書を承認するとともに、ESCからの勧告に留意

した。 

 

議題項目 8. 総漁獲可能量及びその配分 

8.1. 国別配分量に帰属する SBT漁獲量（帰属 SBT漁獲量） 

50. 議長は、ECは 2018年漁期から帰属 SBT漁獲量の全面的実施を開始する

ことに合意していると述べ、各メンバーがそれぞれの SBT死亡量をどの

ように考慮したのかに関する議論を促した。 

51. オーストラリアは、電子モニタリングの導入以降、同国のログブック情

報が改善したことを報告し、他のメンバーに対し、特にオブザーバーカ

バー率が低いことを踏まえると、どのようにしてログブックとオブザー

バーデータとの間における投棄量の相違を検証することができているの

かを質問した。この質問に対し、 

• 日本は、同国船団において即時漁獲情報調査計画（RTMP）データと

オブザーバーデータとの間に不調和はないと述べた。 

• 韓国は、自国の投棄死亡量を推定するためにオブザーバーデータを活

用していること、同国漁船には投棄量をログブックに記録する義務が

あること、及び同国はログブックデータとオブザーバーデータとを照

合していることを説明した。 

• 台湾は、日別ログブックデータとオブザーバーデータを活用してお

り、正確なデータを提出することができていると確信していると述べ

た。台湾は、電子モニタリングにかかる試験を行ってきたが、まだ初

期段階にあり SBT船団には導入していないとした。 



 

52. オーストラリアは、電子モニタリングの導入により過去のデータには見

られなかった不調和が明らかにされたと述べ、メンバーに対し、それぞ

れのデータを確認するための方法を引き続き模索するよう奨励した。同

国は、電子モニタリングは効果的なアプローチであると述べ、メンバー

に対し、将来的には電子モニタリングの導入を検討するよう奨励した。 

53. オーストラリアは、同国の政策は常に投棄を防止してきたものであっ

て、生存かつ活力のある魚の放流のみを認めており、申告されていない

魚の投棄が検知された場合には罰則が科されることを説明した。 

54. ニュージーランドの遊漁漁獲死亡量の推定値に関する質問に対し、同国

は以下のとおり回答した。 

• ニュージーランドの推定遊漁漁獲量には、チャーター船による漁獲量

と一般市民による漁獲量の両方が含まれている。 

• チャーター船は SBTに関する報告を行う義務があるが、他の漁獲量に

ついては船着場ベースの調査及びゲームフィッシングの記録から推定

された。 

• 遊漁者向けのアローワンス 40トンというオプションは、協議のベース

として遊漁セクターから提示されたものである。直近のシーズンにお

ける暫定推定値は 12トンである。ニュージーランドは、潜在的な漁獲

について懸念を有しており、数量制限及び／又はボート毎の制限を課

すことを検討している。この協議の結果として、遊漁セクターに対す

る現状の国内漁獲アローワンスは 20トンとなっている。 

 

8.2. TACの決定 

55. ECは、CCSBT 23において、CCSBT管理方式による勧告に基づき、2018

－2020年の各年の TACを 17,647トンに設定することに合意した。 

56. ECは、2019年の TACの変更が必要となるような例外的状況にはなく、

2019年の TACは引き続き 17,647トンとなることを確認した。 

 

8.3. 調査死亡枠 

57. 議長は、会合に対し、2019年における以下のための調査死亡枠（RMA）

として合計 4.0トンを留保することを ESCが承認したことを述べた。 

• CCSBT遺伝子標識放流プロジェクト向けの 3.0トン 

• 日本による西オーストラリアでの若齢魚 SBT曳縄調査向けの 1.0トン 

58. ECは、これらの RMAの要望を承認した。 

 

8.4. TACの配分 

59. 議長は、2018－2020年におけるメンバーに対する国別配分量及び有効漁

獲上限は CCSBT 23において合意されたとおりであり、これらの数量は

文書 CCSBT-EC/1810/11の 3ページに提示されていることを述べた。同様



 

の内容を下表 1にも示した。ECは、2019年の国別配分量について、

CCSBT 23の合意のとおりとすることを確認した。 

 

表 1: 2018－2020年におけるメンバーへの国別配分量（SBTのトン数）。日本は、2018－2020

年のクオータブロックにおいて、21トンをインドネシアに対して、また 27トンを南アフリ

カに対して自主的に移譲している。この移譲分は表 1 (3) の欄に含まれている。2021年以降

の国別配分量を検討する際、日本の数量の開始点は 6,165トンとなる。 

メンバー (1) 

新たな 

国別配分量 

(2) 

ノミナル漁獲量

の割合 

(3) 

有効漁獲上限 

日本 6165 0.355643 6117 

オーストラリア 6165 0.355643 6165 

ニュージーランド 1088 0.062779 1088 

韓国 1240.5 0.071568 1240.5 

台湾 1240.5 0.071568 1240.5 

インドネシア 1002 0.057785 1023 

欧州連合 11 0.000628 11 

南アフリカ 423 0.024387 450 

 

議題項目 9. CCSBT戦略計画 

60. 事務局は、現行の CCSBT戦略計画及び 5年間の活動計画に関する背景情

報を提供した文書 CCSBT-EC/1810/12を説明した。ここでは、2018年に

実施する、又は EC 25で当初の議論が必要となる 2019年の 5つの行動事

項の検討に重点が置かれた。 

 

改善のための機会を定期的に評価するため、自己評価及び独立レビューを含
め、委員会のパフォーマンス・レビューを定期的に実施する 

61. ECは、次回のパフォーマンス・レビューを 2019年中に実施する場合、

新たなMPは未完成であり、漁業に関する新たな管理目標は利用可能と

なっておらず、また最新の資源評価結果が 2年前のものとなることに留

意した。他方、パフォーマンス・レビューを 2021年に実施した場合は、

新たな管理目標を携えた新たなMPが完成しており、また最新の資源評

価が 2020年に実施されていることとなる。さらに、2019年に実施が予定

されている UNFSA非公式協議では RFMOのパフォーマンス・レビュー

が重点課題となる予定であることから、これらの協議の結果が判明する

までパフォーマンス・レビューの実施を待つのが賢明と考えられる。 

62. ECは、次回の CCSBTパフォーマンス・レビューを 2021年まで延期する

ことに合意した。  

a) 条約文をレビューし（仮にメンバー（ら）がそのような交渉を提案するな
らば）、かつ、適当な場合は、例えば管理方式や ERS の管理措置のレビュー



 

の際などにおいて、委員会の決定を通じて、近代的な漁業管理原則及び又は
基準を組み込む（後者の選択肢がより効率的であることに留意） 

b) CCSBTへの完全な加入資格を漁業主体及び REIOまで拡大するための方法
を策定する 

63. 条約改正の必要性について様々な見解が表明された。ほとんどのメンバ

ーは、条約改正の優先度は低いものとした。一つのメンバーは、条約改

正の必要はないとした一方、他の一部のメンバーは、漁業主体及び REIO

がフルメンバーとなる方法を模索すること及び／又は条約を近代化する

ことは重要であるとした。 

64. 関心を有するメンバーが休会期間中に連絡を取り合い、CCSBT 26におけ

る検討に向けて、条約改正作業計画を含め、条約について熟慮する文書

を作成する可能性があることが合意された。 

科学委員会に対して、同委員会の作業にまだ組み込まれていない近代的漁業
管理原則及び／又は基準を組み込むよう要請する 

65. ESCは、ECに対する助言において予防的アプローチに適合する助言を含

めるよう既に要請されていること、及び ESCはその助言の中に最先端の

科学に由来するものを含む利用可能な最良の科学的情報を取り入れてい

ることが留意された。 

66. ECは、みなみまぐろにかかる ESCの作業に関して、さらなる漁業管理

原則及び／又は基準を組み込む作業を課す必要はないと考えられること

を確認した。 

最新の漁業管理の原則を委員会の意思決定に確実に組み込むことを含め、戦
略・漁業管理作業部会（SFMWG）の継続的な任務を正式化する 

- SFMWGの継続的な任務、会議の名称、付託事項、及び上記 7.1(vii) のレビ
ューの一環として議長に関するアレンジメントを明確に定義する 

- SFMWG から委員会への助言に最新の漁業管理の基準を組み込むことにつ
いての規定を SFMWG の付託事項に含める 

67. ECは、別紙 13の改正 SFMWG付託事項に合意した。 

より幅広な当事者の参加及び／又は協力に関する提供方法を調査する 

68. CCSBT許可運搬船の旗国である非メンバーにも CCSBTへの参加資格を

拡大すること、及び／又は SBTに関連する寄港国及び／又は市場国が

CNMとなることができるようにすることのメリットが検討された。さら

に、運搬船の旗国をメンバー及び CNMの船籍船のみに限定すべきかどう

かに関して相当の議論があった。 

69. これらのいずれについても、ECは現状を変更することに合意しなかっ

た。 

 

議題項目 10. 生態学的関連種（ERS） 

10.1. CCSBTの ERSに関するビジョンの検討 



 

70. オーストラリアは、生態学的関連種作業部会（ERSWG）の作業に対する

重点及び指示を示すためのオプションに関する文書 CCSBT-EC/1810/23

を発表した。会合は、同文書において提案された 6つの勧告について検

討した。 

71. ECは、以下の 3つの勧告に関して合意に達した。 

• ERSは引き続き年次会合における常設議題とし、事務局は ERSに関す

るメンバーのパフォーマンスに関する年次報告を行うこと 

• ECが特定した具体的な課題に対応するため、臨時的に ERSWGを招集

すること 

• 事務局は、ESC及び CCに対する情報提供のため、ERSWG報告書を

ESC及び CCに転送すべきこと  

72. 事務局から提出される報告書は、メンバーの年次報告書及び提出された

ERSデータから生成した過去 3年におけるメンバー別の数量及び種に関

するシンプルな報告書であって、メンバーに対して追加的に提出を求め

るものではないことが明確化された。 

 

10.2. CCSBTにおける法的拘束力のある ERS措置に関する決議 

73. ニュージーランドは、CCSBTの生態学的関連種に関する措置を他の

RFMOの措置と調和させるための決議案にかかる NZ／EUの合同文書

CCSBT-EC/1810/19を説明した。 

74. HSIは、前文に ACAPを追加すること及び RFMOリストに IATTCを追加

することを提案したが、これらの提案はメンバーから受け入れられなか

った。 

75. ECは、別紙 14の「CCSBTの生態学的関連種に関する措置を他の RFMO

の措置と調和させるための決議」を採択した。 

76. バードライフ及び HSIは、その見解によれば、同決議は CCSBTの CCに

おいて ERS措置の遵守状況を検討できる形になっておらず、及び同決議

は是正措置の実施に対応していないとして失望を表明した。CCSBTは絶

滅のおそれがある海鳥個体群の分布域との重複が最も大きい RFMOであ

ることから、このことは特に問題であると述べた。 

 

10.3. 生態学的関連種作業部会（ERSWG）付託事項 

77. 事務局は、ERSWG付託事項に関する文書 CCSBT-EC/1810/13を説明し

た。ECは、別紙 15の改正 ERSWG付託事項に合意した。 

78. ECは、ERSWG報告書は ESCによるコメントを求めて ESCに提供され

ること、ERSWG議長は ESCが行ったコメントを含めて ECに対する説明

を行うことが合意された。 

 



 

議題項目 11. 非メンバーとの関係 

79. 事務局は、CCSBTと非メンバーとの関係に関する文書 CCSBT-

EC/1810/14を説明し、中国、フィジー、シンガポール及び米国に対して

遵守委員会会合及び拡大委員会会合に参加するよう招請したが、シンガ

ポール及び米国は CC 13会合にのみ参加したことを述べた。さらに事務

局は、2018年中、特に遵守分野において、CCSBT事務局及び非メンバー

及び他の機関との間で多数のやりとりがあったことを述べた。 

80. 事務局は、CCSBT 24以降に CCSBTと中国との間で 2回の連絡があった

と述べた。最初の連絡は、中国に対して CCSBTのメンバー、協力的非メ

ンバー又はオブザーバーとなるよう招請することを含む様々な課題につ

いて、2017年 12月に CCSBT議長が署名したレターを送付したことであ

った（このレターに対する返答はなかった）。2回目の連絡は、2018年 7

－8月に発生した中国船籍船による IUU漁業活動の疑いに関するレター

であった。最初のレターに対する返信はなかったが、2回目のレターに対

しては、中国として調査を行う意向を示す簡潔な返答があった。 

81. 中国に対して CCSBT会合への参加を招請することに加え、同国に対して

より具体的な行動をとるよう求める別のアプローチが提案された。事務

局から中国に SBTの漁獲が想定される海域を示した図を提供し、中国に

対し、当該水域では中国はえ縄漁船が操業しないよう求めるとともに、

VMSを通じて自国はえ縄漁船の位置を監視するよう要請することが提案

された。こういったアプローチに対して、会合としての全体的な支持が

あった。また、メンバーが中国との二国間協議の際にフォローアップを

行う機会があれば有益と考えられることが留意された。 

82. 事務局は、フィリピンに対し、フィリピンは CCSBTの協力的非メンバー

としての地位を維持する資格を有しないとした CCSBT 24の決定を伝達

するための書簡を送付したと述べた。さらに事務局は、米国による

CCSBTの CDSへの継続的な協力に感謝した。 

83. ECは以下に合意した。 

• 事務局は、中国、フィジー、シンガポール及び米国に対して CC 14及

び CCSBT 26への参加を改めて要請するとともに、CC 13による勧告

のとおり、（重要な寄港国となっている）モーリシャスに対しても参

加を招請すべきである。 

• CCSBTは、SBTが漁獲される可能性が高い水域での自国船団による操

業を回避するよう要請するために中国と連絡をとり、また中国に対し

て回避すべき具体的な水域の情報を提供すべきである。 

 

議題項目 12. Kobeプロセス 

84. 事務局は、Kobeプロセスに関連する活動の最新情報を提供した文書

CCSBT-EC/1810/15を説明した。 



 

85. 本文書では、Kobe運営委員会（KSC）議長から、5つのまぐろ類 RFMO

による検討のためのコンセプトノートが提供されたことを述べた。この

コンセプトノートでは、Kobeプロセスにかかる実際の作業を以下 3つの

主要カテゴリに再編することを提案している。 

• 運営委員会内での協力、情報交換及び調整 

• 特定のトピック（例えばMSE、FAD、混獲、漁獲証明、渉外、科学的

ベスト・プラクティス、遵守）に対応する既存の、又は新規の作業部

会会合の調整 

• 新たな大規模会合の調整に向けた検討（暫定的な予定では 2019年 9

月） 

86. 1つのメンバーは、BBNJ2プロセスが進行中であると認識することは重要

であり、RFMOとしてこの分野で何が起こっているのかに関する共通の

見解及び理解を醸成すべきであると述べた。 

87. Kobeプロセス議長のコンセプトノートに掲げられた 3つのカテゴリに関

して、ECは以下のとおり合意した。 

• 第一の活動、及び Kobeプロセスそのものについては一般的に支持す

る。 

• 第二の活動のうち、専門小会合のテーマに関する提案の一部について

は支持する。 

• 一部のメンバーは、大規模な Kobe IV会合の主要なテーマに関する情

報が何ら利用可能となっていないことから、大規模会合を支持するか

どうかに関する立場を留保している。Kobe IVが進められる場合は、

各メンバーが、テーマに応じて参加するかどうかを独自に判断するこ

ととなる。Kobe IV会合が有益なものと考えられるかどうかについて

は、メンバー間に様々な見解があったことが留意された。 

88. 事務局長は、提案されている 9月という会議日程は CCSBTメンバーにと

っては理想的ではないこと、予備的な議論では 7月の方が良いとされた

ことを含む ECの助言に留意しつつ、KSC議長に対して返答する予定で

ある。一つのメンバーは、他の全メンバーに対し、Kobeプロセスに引き

続き参加するとともに他の RFMOにおいても当該プロセスを促進するよ

う奨励した。 

 

議題項目 13. その他の機関との活動 

13.1. 関連するその他 RFMOの会合からの報告 

89. 議長は、その他の機関との活動に関する事務局文書 CCSBT-EC/1810/16

に総括された本議題項目について紹介した。 

                                                 

 
2 国家管轄外区域における海洋生物多様性 



 

90. CCSBTオブザーバーとしてのメンバーの義務の一環として、メンバーは

以下の報告を行った。 

• 第 14回中西部太平洋まぐろ類委員会（WCPFC）年次会合に関する韓

国の報告（CCSBT-EC/1810/25） 

• 第 36回南極の海洋生物資源の保存に関する委員会（CCAMLR）年次

会合に関するオーストラリアの報告（CCSBT-EC/1810/20） 

• 第 22回インド洋まぐろ類委員会（IOTC）総会に関するインドネシア

の報告（CCSBT-EC/1810/24） 

• 2018年（第 93回）全米熱帯まぐろ類委員会（IATTC）年次会合に関す

る台湾の報告（CCSBT-EC/1810/22） 

• 第 25回大西洋まぐろ類保存国際委員会（ICCAT）通常会合に関する日

本の報告（CCSBT-EC/1810/21） 

91. 2018／19年において、以下のメンバーが CCSBTを代表して他 RFMOに

対するオブザーバーを務めることが合意された。 

• 韓国は、引き続きWCPFCのオブザーバーとなる。 

• オーストラリアは、引き続き CCAMLRのオブザーバーとなる。 

• インドネシアは、引き続き IOTCのオブザーバーとなる。 

• 日本は、引き続き ICCATのオブザーバーとなる。 

• 台湾は、引き続き IATTCのオブザーバーとなる。 

 

13.2. CCAMLRとの「取決め」のレビュー 

92. 事務局は、CCSBTと CCAMLRとの間における現行の取決めに関して、

文書 CCSBT-EC/1810/16の第 2セクションを説明した。この取決めはレビ

ューの時期を迎えており、この取決めを更新するかどうかについての両

委員会による決定が必要となっている。事務局は、現行の取決めは包括

的取決めとして適切であると考えており、現状の形で取決めを更新する

ことは受け入れ可能であることを確認した。 

93. メンバーは、協力の強化を促進するための実施計画案並びに会合参加に

かかる相互招請の現状について質問した。実施計画については検討のご

く初期段階にあることが確認された。また、会合参加の相互招請につい

ては既に実施されているが、CCSBT事務局長は CCAMLR会合には参加

しておらず、その代わりにオーストラリアが CCSBTオブザーバーとして

CCAMLRに参加している。CCAMLRの科学担当官は、一度、CCSBTの

ERSWGに参加したことがある。 

94. ECは、別紙 16のとおり、CCSBTと CCAMLRとの間の取決めを更新す

ることに合意した。 

 

議題項目 14. データ及び文書の機密性 



 

14.1.   2018年の報告書及び文書の機密性 

95. 議長は、2018年の報告書及び会合文書として提出された文書の機密性に

関する文書 CCSBT-EC/1810/17（Rev.2）を紹介した。 

96. 会合は、以下の例外を除き、CCSBT 25の下での全ての会合報告書及び会

合に提出された文書が公開されることに留意した。 

• 文書 CCSBT-ESC/1809/04の別紙 A 

• オーストラリアから提出された提出された文書 CCSBT-ESC/1809/16及

び CCSBT-CC/1810/BGD 04「日本市場に関する 2018年のアップデー

ト」 

• 日本から提出された文書 CCSBT-ESC/1809/30及び CCSBT-

CC/1810/BGD02「日本国内市場におけるミナミマグロ流通のモニタリ

ング」 

• 日本から提出された文書 CCSBT-ESC/1809/31「第 22回 ESCレポート

の付属 7を基にした、ミナミマグロ市場モニタリング調査のサマリー

ポイント」 

• 非メンバーによる漁業活動及び貿易／市場形成の可能性に関する事務

局文書 CCSBT-CC/1810/20、及び非メンバーとの関係に関する文書
CCSBT-EC/1810/14 

97. 最後 2つの事務局文書を除く上記の全ての文書は、別の機密文書の情報

を参照しているために機密として区分された。最後 2つの事務局文書

は、これらの文書では船名を特定して船舶の活動が具体的に示されてお

り、またこれらの事件について旗国が調査中であることから機密扱いと

された。 

 

議題項目 15. 2019年の会合 

98. ECは、次回の ERSWG会合を 2019年に開催するかどうかについて検討

した。議題に海鳥類のリスク評価、さめ類に対する脅威の評価、並びに

ERSWG付託事項に関連するその他の事項を含めるとの提案に対して全体

的な支持があった。 

99. ECは、ERSWGを 2019年にキャンベラで開催することとし、会合日程に

ついては事務局長により休会期間中に決定されることが合意された。当

初の意向として、会合日程は 4月又は 5月とする可能性が示唆された。 

100. 2019年の会合日程を以下のとおりとすることが合意された。 

• オペレーティング・モデル及び管理方式に関する非公式技術会合、ケ

ープタウン（南アフリカ）、2019年 9月 1日 

• 拡大科学委員会会合、ケープタウン（南アフリカ）、2019年 9月 2-7

日 

• 遵守専門作業部会非公式会合、ケープタウン（南アフリカ）、2019年

10月 9日 



 

• 遵守委員会会合、ケープタウン（南アフリカ）、2019年 10月 10-12日 

• 拡大委員会会合、ケープタウン（南アフリカ）、2019年 10月 14-17日 

101. 事務局長は、休会期間中の OMMP会合（5日間）について、当該会合の

過去の例に従って、科学者との議論を踏まえて 2019年 6月中の適切な日

程を決定する予定である。 

 

議題項目 16. 第 26回 CCSBT年次会合に付属する拡大委員会の議長及び

副議長の選出 

102. 議長は、メンバーに対し、CCSBT 26に付属する拡大委員会の議長及び副

議長の候補者を指名するかどうかを尋ねた。 

103. 候補者は指名されなかったので、議長は、次回会合の議長及び副議長は

過去の方式及び会合主催のローテーションに従って決定されると述べ

た。このため、南アフリカが拡大委員会議長を指名し、日本が副議長を

指名することとなる。 

104. 南アフリカは、CCSBT 25の終了後速やかに CCSBT 26に付属する拡大委

員会の議長を指名する予定である。日本は、副議長として太田慎吾水産

庁資源管理部審議官を指名した。 

 

議題項目 17. その他の事項 

17.1.   科学諮問パネル 

105. 議長は、会合に対し、ジョン・ポープ教授が科学諮問パネルから引退し

たこと、及び ESCはポープ氏に替わる新たな専門家を迎えることは重要

と助言したことを述べた。 

106. ECは、新たな専門家をパネルとして任命すること、及び新たな専門家は

全てのメンバー政府から独立しており、何らの影響下にもないことが必

要であることが合意された。 

107. 新たな科学諮問パネルメンバーの選出基準が別紙 17のとおり合意され

た。 

108. また会合は、新たなパネルメンバーの選出プロセスについて以下のとお

り合意した。 

• メンバーは、本年 11月末までに、選出基準を満たす候補者にかかる推

薦状を事務局に提出する。推薦状には、候補者の CVを含めるべきで

ある。これを受けて、事務局は、ESC議長の選定の際に行った方法と

同様の方式により、休会期間中に投票／選出プロセスを進める。この

プロセスには以下が含まれる。 

o 事務局は、メンバーがそれぞれの選好順のランク付けを行うことが

できるよう、候補者の CVを配布する。 



 

o 事務局がランキングを集計する。 

o 最高得点の候補者が特定される。 

o メンバーに対し、最高得点の候補者が通知される。 

 

議題項目 18. 閉会 

18.1.  報告書の採択 

109. 会合報告書が採択された。 

 

18.2.  閉会 

110. 会合は、2018年 10月 18日午後 12時 57分に閉会した。 

  



 

別紙リスト 

 

別紙 

 

1. 参加者リスト 

2. 議題 

3. 文書リスト 

4. メンバーのオープニング・ステートメント 

5. オブザーバーのオープニング・ステートメント 

6 みなみまぐろ保存委員会手続規則（CCSBT手続規則のうち合意
された規則 10の変更部分の抜粋） 

7 財政運営委員会報告書 

8 2019年の ESC会合におけるオーストラリア蓄養解析及び日本市

場解析に関する議論の付託事項 

9 第 5回戦略・漁業管理作業部会報告書 

10 第 13回遵守委員会会合報告書 

11 遵守専門作業部会付託事項 

12 第 23回科学委員会報告書 

13 戦略・漁業管理作業部会付託事項 

14 CCSBTの生態学的関連種に関する措置を他のまぐろ類 RFMOの

措置と調和させるための決議 

15 生態学的関連種作業部会付託事項 

16 みなみまぐろ保存委員会と南極の海洋生物資源の保存に関する

委員会との間の取決め 

17 科学諮問パネルの選出基準及び任期 
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別紙���� 
 
 

議題 
第 ���� 回委員会年次会合に付属する拡大委員会 

�������� 年 ���� 月 ����－���� 日 
ニューカレドニア、ヌメア 

 
1. 開会 

1.1. 第 ���� 回委員会年次会合に付属する拡大委員会の議長及び副議長の確
認 

1.2. 議題の採択 
1.3. オープニング・ステートメント 

1.3.1. メンバー 
1.3.2. オブザーバー 

 
2. 事務局からの報告 
 
3. 財政及び運営 

3.1. 財政運営委員会からの報告 
 
4. �6�%�7漁業及び �(�5�6相互作用のレビュー 

4.1. メンバーのプロジェクトに関する報告 
 
5. 戦略・漁業管理作業部会からの報告 

 
6. 遵守委員会からの報告 
 
7. 拡大科学委員会からの報告 

 
8. 総漁獲可能量及びその配分 

8.1. 国別配分量に帰属する �6�%�7漁獲量 
8.2. �7�$�&の決定 
8.3. 調査死亡枠 
8.4. �7�$�&の配分 

 
9. �&�&�6�%�7戦略計画 

 
10. 生態学的関連種作業部会（�(�5�6） 

10.1. �&�&�6�%�7の �(�5�6に関するビジョンの検討 
10.2. �&�&�6�%�7における法的拘束力のある �(�5�6措置に関する決議 
10.3. 生態学的関連種作業部会（�(�5�6�:�*）付託事項 

 
11. 非メンバーとの関係 
 



12. �.�R�E�Hプロセス 
 
13. その他の機関との活動 

13.1. 関連するその他 �5�)�0�2の会合からの報告 
13.2. �&�&�$�0�/�5との「取決め」のレビュー 

 
14. データ及び文書の機密性 

14.1. �������� 年の報告書及び文書の機密性 
 
15. �������� 年の会合 

 
16. 第 ���� 回 �&�&�6�%�7年次会合に付属する拡大委員会の議長及び副議長の選出 
 
17. その他の事項 

17.1. 科学諮問パネル 
 
18. 閉会 

18.1. 報告書の採択 
18.2. 閉会 
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